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株主各位

証券コード　2411
2023年６月７日

株 主 各 位
東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 三 丁 目 2 0 番 ２ 号

ゲンダイエージェンシー株式会社
代表取締役ＣＥＯ 山 本 正 卓

第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第28回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報(電子提

供措置事項)について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェ

ブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえご確認

くださいますようお願い申しあげます。

当社ウェブサイト

https://www.gendai-a.co.jp/ir/stockholders-meetings.php

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウ

ェブサイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社

情報サービス）にアクセスして、銘柄名（ゲンダイエージェンシー）または証券

コード(2411)を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／PR情報」を選択のう

え、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等または書面(郵送)によっ

て議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検

討のうえ、2023年６月28日（水曜日）午後６時30分までに議決権を行使ください

ますようお願い申しあげます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　敬　具
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株主各位

１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都新宿区西新宿三丁目20番２号

東京オペラシティビル　７階　第１・第２会議室

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第28期(2022年４月１日から2023年３月31日まで)事業報告、

計算書類、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役７名選任の件

第２号議案 監査役２名選任の件

記

以　上

◎当日ご出席の際は､お手数ながら本招集ご通知と合わせてお送りする議決権行使書用紙を

会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎当日ご出席の際は､お手数ながら本招集ご通知と合わせてお送りする議決権行使書用紙を

会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにお

いて、その旨、修正前および修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお

送りいたしますが、当該書面は、法令および当社定款第15条第２項の規定に基づき、次

に掲げる事項を除いております。

①事業報告の「会社の体制および方針」

②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」および「連結注記表」

③計算書類の「株主資本等変動計算書」および「個別注記表」

従いまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類および計算書類は、会計

監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の

一部であります。

◎株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。予めご了承いただきま

すようお願い申しあげます。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいま
すようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付

にご提出ください。

次ページの案内に従って、議

案の賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対す

る賛否をご表示のうえ、切手を

貼らずにご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年6月29日（木曜日）

午前10時（受付開始:午前9時）

2023年6月28日（水曜日）

午後6時30分入力完了分まで

2023年6月28日（水曜日）

午後6時30分到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・２号議案

全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

全員反対する場合 「否」の欄に〇印

一部の候補者に
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

議案 原案に対する賛否

第１号
賛 否

但し　　　　　を除く

第２号
賛 否

但し　　　　　を除く

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット等および書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使
を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた
場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合
は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法
議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワ

ードを入力することなく、議決権行使サイトにロ

グインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってく
ださい。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○

議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録する。3

「 新 し い パ ス
ワード」を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パ
スワード」を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」
を入力

「ログイン」を
クリック

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
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企業集団の事業の経過および成果、企業集団の資金調達の状況、企業集団の設備投資の状況

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事　 業　 報　 告

Ⅰ. 企業集団および当社の現況に関する事項

１. 企業集団の事業の経過および成果

　当連結会計年度における日本経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限が

緩和されたものの、急激な為替の変動や世界的な原材料価格の高騰による消費者物価

の上昇もあり、依然として不透明な状況が続いております。

　当社グループの主要顧客であるパチンコホール業界においては、店舗施設の来店者

数は回復傾向にあるものの、コロナ禍以前の水準には至らず、収益面で厳しい状況が

続いております。

　なお、昨年11月の次世代パチスロ機導入開始により、業界活性化への期待が高まる

傾向にあります。しかし本年１月からは、４月以降に控える話題機種の導入に必要な

投資資金確保のため、広告費支出が大きく抑制されたことから、広告需要は低調に推

移しました。

　その一方で、パチンコホール以外の広告分野については、現在力を入れているフィ

ットネス施設等における広告需要は回復基調にあります。

　こうした環境下で、当社グループでは主力の広告事業において、パチンコホール以

外の顧客開拓、取引深耕を推進し、収益の底上げに向けた取り組みを進めてまいりま

した。また、引き続き販管費等の抑制に努めました。

　これらの取り組みの結果、当連結会計年度の売上高は7,545百万円（前年同期比

1.6％増）、営業利益は401百万円（同35.4％増）、経常利益は420百万円（同34.4％

増）、親会社株主に帰属する当期純利益は369百万円（同49.4％増）となりました。

　なお、セグメント別の状況は以下のとおりであります。

（広告事業）

　当連結会計年度におけるパチンコホール広告市場は、昨年11月より導入された次世

代パチスロ機の告知や年末年始に向けた広告出稿は一時的に増加したものの、本年１

月以降は新台入替の頻度が極端に減少したことや、本年４月以降に控える話題機種へ

の設備投資資金の確保が必要なこともあり、広告費を含む支出は大きく抑制されまし

た。なお、本年１月に警察庁より公表された「ぱちんこ営業における広告及び宣伝の

取扱いについて」の通達によって、各都道府県においてパチンコホールの広告規制見

直しの動きがあり、今後の広告需要にプラスの影響が期待されるものの、当連結会計

年度中における広告需要への影響はありませんでした。また、品目別で見ると、取扱

高は大きいものの利益率の低い紙媒体は、用紙価格高騰の影響もあり、コロナ禍以前

と比較して大幅に減少し、インターネット広告へのシフトがより鮮明となりました。

　パチンコホール広告以外の分野の広告市場においては、フィットネス施設や住宅関

連分野における広告需要は、堅調に推移しました。

　こうした環境下において、当社グループでは、広告需要の伸びが期待されるセクタ

－ 5 －
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企業集団の事業の経過および成果、企業集団の資金調達の状況、企業集団の設備投資の状況

ーにおける顧客開拓をより積極的に推進いたしました。

　その結果、売上高は、主として紙媒体広告の需要減少により7,482百万円（前年同

期比1.7％増）にとどまったものの、利益率の高いインターネット広告が堅調に推移

したことにより、セグメント利益は632百万円（同18.4％増）となりました。

（不動産事業）

　当連結会計年度においては、連結子会社㈱ランドサポートが所有する千葉県柏市の

土地の賃貸収益のほか、賃貸仲介物件の引き渡し等に伴う手数料収益２百万円の計上

がありました。

　その結果、売上高は53百万円（前年同期比10.5％減）、セグメント利益は22百万円

（同21.0％減）となりました。

（その他）

　当連結会計年度においては、キャンピングカーレンタル事業等による、売上高は10

百万円（前年同期比7.4％減）、セグメント損失は１百万円（前年同期は０百万円の

損失）となりました。

２. 企業集団の資金調達の状況

　当社グループは、当連結会計年度において、新たに、総額400百万円の長期借入を

実行しました。

　なお、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総額1,400百万円

の当座貸越契約を締結しております。当契約に基づく当連結会計年度末借入残高はあ

りません。

３. 企業集団の設備投資の状況

　当連結会計年度における、重要な設備投資はありません。
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直前３事業年度の財産および損益の状況

①企業集団の財産および損益の状況の推移 （単位：百万円）

区　　  　　　分
第25期

2020年３月期
第26期

2021年３月期
第27期

2022年３月期
第28期

2023年３月期

売 上 高 11,115 7,251 7,426 7,545

営 業 利 益
（ △ ） は 営 業 損 失

460 △290 296 401

経 常 利 益
（ △ ） は 経 常 損 失

434 △268 313 420

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益
（△）は親会社株主に
帰属する当期純損失

31 △310 247 369

１株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失）

2円06銭 △20円63銭 16円90銭 27円85銭

総 資 産 6,797 6,310 6,254 6,056

純 資 産 5,231 4,722 4,476 4,389

１株当たり純資産額 347円14銭 313円80銭 326円77銭 342円91銭

②当社の財産および損益の状況の推移 (単位：百万円)

区　　  　　　分
第25期

2020年３月期
第26期

2021年３月期
第27期

2022年３月期
第28期

2023年３月期

売 上 高 9,081 5,601 5,878 5,806

営 業 利 益
（ △ ） は 営 業 損 失

413 △280 69 139

経 常 利 益
（ △ ） は 経 常 損 失

607 △270 86 360

当 期 純 利 益
（△）は当期純損失

△20 △282 75 406

１株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失）

△1円39銭 △18円80銭 5円14銭 30円59銭

総 資 産 6,137 5,716 5,413 5,233

純 資 産 4,798 4,324 3,906 3,855

１株当たり純資産額 318円81銭 287円35銭 285円15銭 301円21銭

４. 直前３事業年度の財産および損益の状況

（注）１. １株当たり当期純利益および当期純損失は、期中平均株式数に基づき算出しておりま

す。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を前連結

会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度以降に係る各数値については、当

該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（注）１. １株当たり当期純利益および当期純損失は、期中平均株式数に基づき算出しておりま

す。

２. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を前連結

会計年度の期首から適用しており、前連結会計年度以降に係る各数値については、当

該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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企業集団の対処すべき課題

５. 企業集団の対処すべき課題

　次期においては、本年４月以降パチンコ、パチスロの次世代機が順次投入され

ることが見込まれております。加えて、パチンコホールの広告規制見直しの動き

も進むことが見込まれております。これらにより、パチンコホールの広告需要の

反転が期待されますが、依然として遊技人口の減少やパチンコホール数の減少は

続いていることから、需要の回復は緩やかなものになると想定しております。

　こうした環境下において、当社グループでは次の３点を対処すべき課題と認識

し、取り組んでまいります。

①パチンコホール広告の収益回復

　パチンコホール業界はこれまで、ユーザー数の減少や遊技機の射幸性の低下に

より、厳しい状況が続いておりました。また広告需要についても各都道府県によ

る広告規制等により、縮小の一途を辿っておりました。しかしながら、次期にお

いては広告需要の反転が期待されております。当社グループでは、これまで培っ

たパチンコホール集客支援のノウハウを活かし、付加価値の高いサービスを提供

し、パチンコホール広告分野での収益回復を図ってまいります。

②需要の伸びが期待されるセクターでの顧客開拓

　当社グループでは、主力のパチンコホール施設以外の新たな広告分野におい

て、今後広告需要の成長が期待出来るセクターでの顧客開拓を積極的に推進して

まいります。

　具体的にはこれまで注力してきたフィットネス、住宅関連分野広告の更なる拡

販を行ってまいります。また、各都道府県にある公営競技等大型施設への集客支

援サービスの提供や、地域密着型の広告代理店を始めとしたパートナー企業との

協業案件の推進し、グループ全体の収益構造の転換を図ってまいります。

③デジタル・アド分野におけるサービスラインナップの充実

　当社グループはこれまで動画作成サービスをはじめ、フィットネス検索サイト

「FIT Search」やフィットネス施設送客支援サイト「IDEAL」といったデジタル・

アド分野のサービスを拡充させてまいりました。今後もデジタル・アド分野にお

ける急激なテクノロジーの進化に適応した広告サービスの開発を行ない、サービ

スラインナップを充実させることで、持続的な成長を実現してまいります。

－ 8 －
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主要な事業内容、企業集団の主要な事業所

品 目 内 容

折 込 広 告 新聞折込広告の企画制作

インターネット インターネットメディアを利用した広告の企画制作

販 促 物
ダイレクトメール、店舗内外装飾用のポスター・ポップ等の印刷物、
ノベルティー等の企画制作

媒 体 テレビ・ラジオ・新聞・雑誌等のマスメディアを利用した広告の企画制作

クリエイティブ 映像、デザイン等の制作受託

そ の 他 店舗イベントの企画運営

６. 主要な事業内容（2023年３月31日現在)

　当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社および国内子会社６社によ

り構成されております。

①広告事業

　当社、連結子会社㈱ユーアンドユー、㈱ジュリアジャパン、㈱ジールネットおよ

び㈱プレスエーにおいて、広告の企画制作を行っております。

　品目別の内容は以下のとおりであります。

②不動産事業

　連結子会社㈱ランドサポートにおいて、パチンコホールをはじめとした商業施設

全般に関する不動産の賃貸、仲介等を行っております。

③その他事業

　主として、連結子会社㈱ジールネットにおいて、キャンピングカーレンタル事

業、㈱アークにおいて新事業開発を行っております。

会 社 名 区 分 場 所

ゲンダイエージェンシー㈱

本 社
東京都新宿区西新宿三丁目20番２号

東京オペラシティビル29階

営業拠点

国内12営業拠点

（札幌、仙台、宇都宮、埼玉、東京、松本、名古

屋、静岡、大阪、広島、福岡、鹿児島）

㈱ ラ ン ド サ ポ ー ト 本 社 東京都新宿区

㈱ ユ ー ア ン ド ユ ー 本 社 東京都渋谷区

㈱ ジ ュ リ ア ジ ャ パ ン

本 社 東京都新宿区

オフィス
国内３拠点

（札幌、東京、大阪）

㈱ ジ ー ル ネ ッ ト
本 社 東京都新宿区

営 業 所 埼玉県川口市

㈱ プ レ ス エ ー 本 社 東京都新宿区

㈱ ア ー ク 本 社 東京都新宿区

７. 企業集団の主要な事業所（2023年３月31日現在)

－ 9 －
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従業員の状況、重要な子会社の状況、企業集団の主要な借入先の状況

区分 従業員数(名) 前連結会計年度末比増減(名)

広告事業 210 △13

不動産事業 － －

その他 － －

全社（共通） 2 △1

合計 212 △14

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

138名 △1名 39.82歳 12.12年

８. 従業員の状況（2023年３月31日現在)

①企業集団の従業員の状況

（注）１. 当社および当社連結子会社の従業員数を記載しております。
２. 上記従業員のほか、臨時従業員が16名（年間の平均人員）おります。
３. 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理

部門に所属しているものであります。

②当社の従業員の状況

（注）上記従業員のほか、臨時従業員が11名（年間の平均人員）おります。

会社名 資本金
議決権の
所有割合

主要な事業内容

株 式 会 社 ラ ン ド サ ポ ー ト 50百万円 100.0％ 不 動 産 事 業

株 式 会 社 ユ ー ア ン ド ユ ー 60百万円 100.0％ 広 告 事 業

株 式 会 社 ジ ー ル ネ ッ ト 35百万円 100.0％
広 告 事 業
そ の 他 事 業

株 式 会 社 ジ ュ リ ア ジ ャ パ ン 45百万円 100.0％ 広 告 事 業

株 式 会 社 プ レ ス エ ー 1百万円 100.0％ 広 告 事 業

株 式 会 社 ア ー ク 25百万円 100.0％ そ の 他 事 業

９. 重要な子会社の状況（2023年３月31日現在)

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 500百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 350百万円

10. 企業集団の主要な借入先の状況（2023年３月31日現在)

（注）当社は運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引銀行４行と借入極度額1,400百万円

の当座貸越契約を締結しております。なお、当契約に基づく当連結会計年度末借入残高は

ありません。

－ 10 －



2023/05/24 13:16:57 / 22946131_ゲンダイエージェンシー株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社の株式に関する事項、新株予約権等に関する事項

①発行可能株式総数 66,400,000株

②発行済株式の総数 12,799,700株

③株主数 5,937名

④大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

Ｇ Ａ キ ャ ピ タ ル ㈱ 4,944,000株 38.62％

梅 田 美 智 子 359,400株 2.80％

内 藤 征 吾 345,900株 2.70％

山 本 正 卓 322,400株 2.51％

完 山 敏 陽 320,000株 2.50％

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券

代 表 取 締 役 社 長 　 高 村 　 正 人
224,377株 1.75％

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社

取 締 役 社 長 　 上 田 　 晶 平
167,300株 1.30％

光 岡 巌 152,000株 1.18％

ベ ニ ス 産 業 ㈱ 116,800株 0.91％

上 川 名 弦 114,800株 0.89％

Ⅱ. 会社の株式に関する事項

株式の状況（2023年３月31日現在)

Ⅲ. 新株予約権等に関する事項
　該当事項はございません。

－ 11 －
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会社役員に関する事項

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 山 本 正 卓 最高経営責任者

代 表 取 締 役 上 川 名 弦 最高執行責任者

取 締 役 高 　 秀 一 最高財務責任者

取 締 役 木 藤 友 治
最高投資責任者

Indyspec Design,LLC（米国）Principal

取 締 役 大 島 克 俊 営業企画開発部長

取 締 役 田 坂 正 樹 株式会社ピーバンドットコム 代表取締役

取 締 役 姜 　 理 惠
法政大学デザイン工学部 教授

アントレラボ株式会社 代表取締役

常 勤 監 査 役 安 達 吉 明

監 査 役 東 　 　 徹 税理士

監 査 役 髙 野 健 二
公認会計士

株式会社M&Aコンサルティング 代表取締役

監 査 役 田 中 公 仁 郎
株式会社K’s 代表取締役

株式会社はんなり 代表取締役

Ⅳ. 会社役員に関する事項
１. 取締役および監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役田坂正樹氏および取締役姜理惠氏の両名は、会社法第２条第15号に定める社外
取締役であります。

２. 当期中の取締役の異動
（１) 取締役姜理惠氏は、2022年６月24日開催の第27回定時株主総会において、新た

に選任され就任いたしました。
（２) 取締役金本かすみ氏は、2022年６月24日開催の第27回定時株主総会終結の時を

もって任期満了により退任いたしました。
３. 取締役姜理惠氏は、2022年10月14日をもってアントレラボ株式会社の代表取締役に就

任いたしました。
４. 監査役東徹氏、髙野健二氏および田中公仁郎氏の３名は、会社法第２条第16号に定め

る社外監査役であります。
５. 監査役東徹氏は税理士の資格を有しており、また、監査役髙野健二氏は公認会計士の

資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものでありま
す。

６. 当社は、監査役東徹氏および監査役髙野健二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として指定し、同取引所に届け出ております。

７. 当社は、社外取締役および社外監査役の全員と会社法第427条第１項の規定に基づき､
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており､当該契約に基づく
損害賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額であります。

８. 当社は、会社法第430条の２第１項の規定に基づく補償契約は締結しておりません。
９. 当社は、当社および子会社の取締役および監査役を被保険者とする会社法第430条の

３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保
険者がその地位に基づいて行った行為に起因して損害賠償請求された場合の損害賠償
金および争訟費用を当該保険契約により補填することとしております。ただし、犯罪
行為や法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補
されないなど、一定の免責事由を設けることにより、被保険者の職務執行の適正性が
損なわれないように措置を講じております。なお、当該役員等賠償責任保険契約の保
険料は全額当社が負担しております。

10. 取締役大島克俊氏は2023年４月１日付で最高営業責任者に就任いたしました。

－ 12 －
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会社役員に関する事項

２. 取締役および監査役の報酬等の額

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2021年2月19日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容

に係る決定方針について次のとおり決議しております。

イ. 基本方針

当社の取締役の報酬は、短期的な業績の向上と株主利益の追求を考慮しなが

らも、取締役が中長期的視点で当社グループの持続的成長と企業価値向上に

取り組めるよう、基本報酬の水準と安定性を重視することを基本方針とし、

基本報酬のみで構成する。

ロ. 基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与

える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

当社の取締役の基本報酬は、月齢の固定報酬とし、役位および職責に応じて

他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案

して決定するものとする。

ハ. 業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決

定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等については支給しない。

ニ. 金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別

の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針は、基本報酬のみであ

るためこれを定めない。

ホ. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については、株主総会で決議された取締役の年間報酬総額の

限度額内で、基本報酬の総額について取締役会で決議し、当該決議に基づい

て、上記各方針に従って具体的な額を決定するよう代表取締役最高経営責任

者に対して委任するものとする。取締役会は、当該権限が代表取締役最高経

営責任者によって適切に行使されるよう、支給総額の内容について十分な協

議を行わなくてはならない。

②取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は、各取締役の個別の基本報酬を決定する権限が適切に行使されるよ

う、代表取締役最高経営責任者である山本正卓に対し取締役会で決議された基本報

酬の総額内での各取締役の個人別の基本報酬の額の決定を委任しております。委任

した理由は、当社グループ全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について

評価を行うには代表取締役最高経営責任者が適していると判断したためでありま

す。取締役会は、各取締役の個別の基本報酬を決定する権限が代表取締役最高経営

責任者によって適切に行使されるよう、支給総額について十分な協議を行ってお

り、また、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等の決定に際しても同様の協

議を行っているため、取締役会としても、当該報酬等の内容は上記の決定方針に沿

うものであると判断しております。
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会社役員に関する事項

区 分
報酬等の総額

（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対象となる
役員の員数

（名)基 本 報 酬
業 績 連 動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

71
(4)

71
(4)

-
(-)

-
(-)

8
（3）

監 査 役
（うち社外監査役）

15
(7)

15
(7)

-
(-)

-
(-)

4
(3）

合 計
（うち社外役員）

86
(11)

86
(11)

-
(-)

-
(-)

12
（6）

③当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 上表には、2022年6月24日開催の第27回定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役1名（うち社外取締役1名）を含んでおります。

２. 取締役の報酬等の総額に使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３. 取締役の金銭報酬の額は、2009年6月26日開催の第14回定時株主総会において、年額

200百万円以内（うち社外取締役年額12百万円以内）と決議いただいております。当

該株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役２名）です。

４. 監査役の金銭報酬の額は、2005年6月17日開催の第10回定時株主総会において、月額

2,500千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は

３名（うち社外監査役２名）です。

５. 役員賞与はございません。

④当事業年度において支払った役員退職慰労金
該当事項はございません。

⑤社外役員が親会社等または親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬

等の総額
該当事項はございません。

３. 社外役員に関する事項

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等と

の関係
・取締役田坂正樹氏は、株式会社ピーバンドットコムの代表取締役であります。当

社と株式会社ピーバンドットコムとの間には特別の関係はございません。
・取締役姜理惠氏は、アントレラボ株式会社の代表取締役であります。当社とアン

トレラボ株式会社との間には特別の関係はございません。
・監査役髙野健二氏は、株式会社M&Aコンサルティングの代表取締役であります。

当社と株式会社M&Aコンサルティングとの間には特別の関係はございません。
・監査役田中公仁郎氏は、株式会社K'sの代表取締役および株式会社はんなりの代

表取締役であります。当社と株式会社K'sおよび株式会社はんなりとの間には特
別の関係はございません。

②他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等と

の関係

・該当事項はございません。
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会社役員に関する事項

役職および氏名 主な活動状況

社外取締役　田坂　正樹 当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席いたしまし

た。

主に企業経営者としての観点からの発言を適宜行っており、特

にインターネットを活用した商取引や情報発信等について専門

的な立場から助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確

保するための適切な役割を果たしております。

社外取締役　姜　理惠 2022年６月24日の就任以降、当事業年度に開催された取締役会

10回の全てに出席いたしました。

メディアでの経験及び大学教授としての知見および経験に基づ

いた発言を適宜行っており、特にベンチャービジネスについて

の専門的な立場から助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正

性を確保するための適切な役割を果たしております。

社外監査役　東　徹 当事業年度に開催された取締役会13回の全てに、また監査役会

13回の全てに出席いたしました。

税理士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行ってお

ります。また、監査役会において、当社のコンプライアンス体

制ならびに内部監査等について適宜、必要な発言を行っており

ます。

社外監査役　髙野　健二 当事業年度に開催された取締役会13回の全てに、また監査役会

13回の全てに出席いたしました。

公認会計士としての専門的見地から、取締役会において、取締

役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っ

ております。また、監査役会において、当社のコンプライアン

ス体制ならびに内部監査等について適宜、必要な発言を行って

おります。

社外監査役　田中　公仁郎 当事業年度に開催された取締役会13回の全てに、また監査役会

13回の全てに出席いたしました。

業務執行を行う経営陣からの独立した客観的視点から、取締役

会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する

ための発言を行っております。また、監査役会において、当社

のコンプライアンス体制ならびに内部監査等について適宜、必

要な発言を行っております。

③当事業年度における主な活動状況
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会計監査人に関する事項

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24百万円

Ⅴ. 会計監査人に関する事項
１. 名称　　　　　　　 有限責任監査法人トーマツ

２. 報酬等の額

(注)１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行及び報酬見積りの算

出根拠等が適切であるかどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等について

会社法第399条第１項の同意を行っております。

３. 会計監査人の解任もしくは不再任決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の

内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし

て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

の れ ん

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,847

3,735

58

930

38

84

△0

1,209

603

23

31

26

521

110

72

1

36

495

128

63

306

△2
　

流 動 負 債 1,067

買 掛 金 555

1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 287

未 払 法 人 税 等 59

そ の 他 165

固 定 負 債 599

長 期 借 入 金 562

資 産 除 去 債 務 8

そ の 他 28

負 債 合 計 1,667

純 資 産 の 部

株 主 資 本 4,385

資 本 金 100

資 本 剰 余 金 953

利 益 剰 余 金 3,332

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 3

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 3

純 資 産 合 計 4,389

資 産 合 計 6,056 負 債 及 び 純 資 産 合 計 6,056

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 7,545

売 上 原 価 5,268

売 上 総 利 益 2,276

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,875

営 業 利 益 401

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 3

有 価 証 券 利 息 0

為 替 差 益 11

受 取 保 険 料 4

そ の 他 6 25

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3

自 己 株 式 取 得 費 用 2

そ の 他 1 6

経 常 利 益 420

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5 5

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 415

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 94

法 人 税 等 調 整 額 △49 45

当 期 純 利 益 369

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 369

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 還 付 法 人 税 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソフトウェア仮勘定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

3,758

2,960

52

644

17

0

38

38

6

△0

1,475

54

16

17

20

71

70

1

1,349

128

884

49

288

△2
　

流 動 負 債 803

買 掛 金 405

1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 287

未 払 金 49

未 払 消 費 税 23

未 払 費 用 17

預 り 金 7

そ の 他 12

固 定 負 債 574

長 期 借 入 金 562

そ の 他 12

負 債 合 計 1,378

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,852

資 本 金 100

資 本 剰 余 金 954

資 本 準 備 金 100

その他資本剰余金 854

利 益 剰 余 金 2,797

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,797

繰 越 利 益 剰 余 金 2,797

評 価 ・ 換 算 差 額 等 3

その他有価証券評価差額金 3

純 資 産 合 計 3,855

資 産 合 計 5,233 負 債 及 び 純 資 産 合 計 5,233

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（2022年４月１日から
2023年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 5,806

売 上 原 価 4,096

売 上 総 利 益 1,710

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,570

営 業 利 益 139

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 213

為 替 差 益 11

そ の 他 2 227

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3

自 己 株 式 取 得 費 用 2

そ の 他 0 5

経 常 利 益 360

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5 5

税 引 前 当 期 純 利 益 355

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4

法 人 税 等 調 整 額 △54 △50

当 期 純 利 益 406

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　　取　締　役　会　　　御中

　　　東　京　事　務　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公 認 会 計 士 三澤幸之助

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公 認 会 計 士 齋 藤 　 映

独立監査人の監査報告書

2023年５月18日
ゲンダイエージェンシー株式会社

有限責任監査法人トーマツ

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、ゲンダイエージェンシー
株式会社の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、ゲンダイエージェンシー株式会社及び連結子
会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の
監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、
その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含
まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものでは
ない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監
査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ
のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがある
と判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計
算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書
類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、
監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し
て以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重

要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選
択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

　・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価
する。

　・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切である
かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来
の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

　・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事
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項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務
情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類
の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時
期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合
理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法
の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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　　取　締　役　会　　　御中

　　　東　京　事　務　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公 認 会 計 士 三澤幸之助

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公 認 会 計 士 齋 藤 　 映

独立監査人の監査報告書

2023年５月18日
ゲンダイエージェンシー株式会社

有限責任監査法人トーマツ

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ゲンダイエージェン
シー株式会社の2022年4月1日から2023年3月31日までの第28期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監
査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、
その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含ま
れておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではな
い。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、
通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過
程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがある
と判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類
等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等
に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、
監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し
て以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要

な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択
及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によっ
て行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価す
る。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかど
うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生
じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を
含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取
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引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時
期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合
理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第28期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思
疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

常勤監査役 安 達 吉 明 ㊞

監　査　役 東 徹 ㊞

監　査　役 髙 野 健 二 ㊞

監　査　役 田 中 公 仁 郎 ㊞

2023年５月19日

ゲンダイエージェンシー株式会社　監査役会

（注）監査役東徹氏、髙野健二氏、田中公仁郎氏の３名は、会社法第２条第16号及び第335
条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

１

やま

山
 

　
もと

本
 

　
まさ

正
 

　
たか

卓
(1964年４月20日生)

1991年４月 有限会社アイユー入社

1993年４月 株式会社ファラン入社

1994年２月 現代広告社創業

1995年４月 当社設立

代表取締役就任（現任）

2004年５月 最高経営責任者（CEO）（現任）

322,400株

【選任理由】

　同氏は、当社創業以来一貫して当社代表取締役を務め、豊富な経験、知見および

人脈を活かし、強いリーダーシップで当社グループの成長に貢献してきたことか

ら、今後も当社グループの企業価値向上のために適任であると判断し、引き続き取

締役候補者としたものであります。

２

かみ

上 
かわ

川 
な

名
 

　
ゆづる

弦
(1971年９月９日生)

1994年８月 株式会社ロイヤル入社

1996年11月 株式会社クリエイティブ東北入社

1998年９月 当社入社

2004年10月 事業開発室長

2005年４月 執行役員事業開発室長

2007年６月 当社取締役就任

最高執行責任者（COO）（現任）

2008年６月 当社代表取締役就任（現任）

114,800株

【選任理由】

　同氏は、10年以上にわたり当社の代表取締役COOとして強いリーダーシップを発揮

し、当社グループの経営を牽引し適切な役割を果たしてきたことから、今後も当社

グループの企業価値向上のために適任であると判断し、引き続き取締役候補者とし

たものであります。

株主総会参考書類

第１号議案　取締役７名選任の件

　本総会終結の時をもって取締役全員（７名）が任期満了となりますので、

社外取締役２名を含む取締役７名の選任をお願いしたいと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 29 －
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

３

こう

高
 

　
 

　
 

　
しゅう

秀
 

　
いち

一
(1974年10月５日生)

1996年10月 中央監査法人入所

1999年７月 公認会計士登録

2001年７月 当社入社　管理本部付部長

2004年４月 執行役員社長室長

2004年５月 当社取締役就任（現任）

最高財務責任者（CFO）（現任)

101,900株

【選任理由】

　同氏は、公認会計士としての企業監査業務の経験や見識を活かし、長年にわたり

当社の取締役CFOとして適切な役割を果たしてきたことから、今後も当社グループの

企業価値向上のために適任であると判断し、引き続き取締役候補者としたものであ

ります。

４

き

木
 

　
とう

藤
 

　
とも

友
 

　
はる

治

(1968年５月21日生)

1989年４月 国際ピーアール株式会社(現IPGデク

ストラ・ジャパン株式会社)入社

1992年12月 クラリス株式会社(現クラリス・ジ

ャパン株式会社)/Apple 

Computer,Inc.(米国、現Apple 

Inc.)入社

2000年８月 株式会社光通信キャピタル(現SBI-

HIKARI P.E.株式会社)入社

2000年10月 同社執行役員最高マーケティング責

任者就任

2003年10月 当社入社　戦略・事業開発チーフデ

ィレクター

2005年10月 Indyspec Design, LLC(米国）

Principal（現任）

2007年６月 当社取締役就任（現任）

2018年４月 最高投資責任者（CIO）（現任）

18,300株

【選任理由】

　同氏は、マーケティング、戦略投資、新規事業開発等における豊富な経験・実績

を元に、取締役CIOとしてこれまで適切な役割を果たしてきたことから、今後も当社

グループの企業価値向上のために適任であると判断し、引き続き取締役候補者とし

たものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

５

おお

大
 

　
しま

島
 

　
かつ

克
 

　
とし

俊
(1978年６月23日生)

2002年４月 当社入社

2005年10月 上野営業所長

2008年４月 東日本営業部グループマネージャー

2011年４月 広告営業本部グループマネージャー

2013年４月 営業企画開発部長

2017年４月 執行役員営業企画開発部長（現任）

2021年６月 当社取締役就任（現任）

2023年４月 最高営業責任者（CMO）（現任）

15,300株

【選任理由】

　同氏は、当社営業部門において多様な経験を有しており、取締役CMOとしてその豊

富な経験と知識を多岐にわたり発揮し適切な役割を果たしてきたことから、今後も

当社グループの企業価値向上のために適任であると判断し、引き続き取締役候補者

としたものであります。

６

た

田
 

　
さか

坂
 

　
まさ

正
 

　
き

樹
(1971年６月13日生)

1995年４月 株式会社ミスミ（現株式会社ミスミ

グループ本社）入社

2000年４月 株式会社ブレイク・フィールド社取

締役

2002年４月 株式会社インフロー（現株式会社ピ

ーバンドットコム）設立　代表取締

役就任（現任）

2021年６月 当社取締役就任（現任）

6,600株

【選任理由および期待される役割】

　経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営全般に反映していただき、

特にECサイトを始めとしたインターネットを活用した商取引等について専門的な観

点から当社の業務執行に対する監督、助言等をいただくことを期待したためであり

ます。

－ 31 －
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

７

かん

姜　　
 

　
り

理
 

　
え

惠
(1974年12月6日生)

1997年４月 株式会社朝日新聞社入社

2001年10月 株式会社日経ホーム出版社（現株式

会社日経BP）入社

2009年９月 早稲田大学大学院商学研究科研究員

2014年４月 新潟薬科大学応用生命科学部生命産

業創造学科准教授

2017年７月 北陸先端科学技術大学院大学先端科

学技術研究科知識科学系准教授

2022年４月 法政大学デザイン工学部システムデ

ザイン学科教授（現任）

2022年６月 当社取締役就任（現任）

2022年10月 アントレラボ株式会社設立　代表取

締役就任（現任）

3,600株

【選任理由および期待される役割】

　同氏は、メディアでの経験に加えて、大学教授としての知見および経験に基づ

き、経営体制のさらなる強化・充実のために客観的な視点から、当社の業務執行に

対する監督、助言等をいただくことを期待したためであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 田坂正樹氏および姜理惠氏は社外取締役候補者であります。
３. 田坂正樹氏および姜理惠氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役と

しての在任期間は、本総会終結の時をもって田坂正樹氏が２年、姜理惠氏が１年とな
ります。

４．田坂正樹氏は、2023年６月27日付で株式会社ピーバンドットコムの代表取締役を退任
し、取締役会長に就任する予定であります。

５. 当社は、社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、社外取締役との間で会
社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定款に定めてお
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額としておりま
す。これにより、田坂正樹氏および姜理惠氏は当社との間で当該契約を締結してお
り、両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で当該契約を継続する予定であ
ります。

６. 当社は、会社法第430条の２第１項の規定に基づく補償契約は締結しておらず、今後
の締結についても現在のところ予定しておりません。

７. 当社は、当社および子会社の取締役および監査役を被保険者とする会社法第430条の
３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を、保険会社との間で保険料の全額を当
社が負担して締結しており、被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して損
害賠償請求された場合の損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により補填するこ
ととしております。本議案において各氏の選任が承認可決され取締役に就任した場
合、その全員が当該保険契約の被保険者となりますが、犯罪行為や法令違反の行為で
あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免
責事由を設けることにより、被保険者の職務執行の適正性が損なわれないように措置
を講じております。なお、役員等賠償責任保険契約の契約期間は1年間であり、当該
期間の満了前に取締役会において決議の上、保険料の全額を当社が負担しこれを更新
する予定です。

－ 32 －
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氏 名

専 門 性 ・ 経 験

企 業 経 営 事 業 戦 略 財 務 ・ 会 計 リ ス ク 管 理
人 材

マネジメント

山 本 正 卓 ○ ○ ○

上 川 名 弦 ○ ○ ○

高 秀 一 ○ ○

木 藤 友 治 ○ ○

大 島 克 俊 ○ ○ ○

田 坂 正 樹 ○

姜 理 惠 ○

【ご参考】取締役のスキルマトリックス

議案が原案どおり承認可決された場合の取締役のスキルマトリックスは以

下のとおりであります。

※上記は各候補者が有する全ての知見や経験を表すものではありません。

－ 33 －
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 の 数

１

たか

髙　
の

野　
けん

健　
じ

二
(1970年10月２日生)

1993年４月 カシオ計算機株式会社入社

1999年10月 中央監査法人入所

2002年９月 新日本監査法人（現EY新日本有限責

任監査法人）入所

2004年４月 公認会計士登録

2004年７月 髙野会計事務所（現髙野経営総合会

計事務所）開設

2004年８月 稲畑産業株式会社入社

2007年６月 株式会社ノジマ執行役就任

2007年６月 当社監査役就任（現任）

2016年７月 株式会社M&Aコンサルティング設立

代表取締役就任（現任）

0株

【選任理由】

　同氏は、公認会計士として長年にわたり専門業務に従事し、企業会計・監査等の

分野において豊富な知識と経験を有しており、これらを当社の監査体制強化に活か

していただきたいため、社外監査役候補者としたものであります。

※２

たか

高　
おか

岡　
 

　　
とおる

徹
(1985年２月11日生)

2007年12月 有限責任あずさ監査法人入所

2012年４月 公認会計士登録

2013年８月 高岡徹公認会計士事務所（現高岡徹

公認会計士・税理士事務所）開設

2015年８月 税理士登録

0株

【選任理由】

　同氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、公認会計士および税理

士として長年にわたり専門業務に従事し、企業会計・監査等の分野において豊富な

知識と経験を有しており、これらを当社の監査体制強化に活かしていただけるもの

と判断し、社外監査役候補者としたものであります。

第２号議案　監査役２名選任の件

　当社の監査役は４名でありますが、うち東徹氏および髙野健二氏の２名は本

総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役２名の選任をお願いす

るものであります。

　なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ており

ます。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 34 －
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３．髙野健二氏および高岡徹氏は、社外監査役候補者であります。

４．髙野健二氏は、現在、当社の監査役であります。当社監査役としての在任期間は、本

総会終結の時をもって16年となります。

５．当社は社外監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、社外監査役との間で会社

法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、当該契約

に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低限度額としております。これにより髙

野健二氏は、当社との間で当該責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認され

た場合、当該契約を継続する予定であります。また、高岡徹氏の選任が承認された場

合、当該契約を同氏との間で締結する予定であります。

６．当社は、髙野健二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。また、高岡徹氏につきましても、同氏の選任が承認された場

合、独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定です。

７. 当社は、会社法第430条の２第１項の規定に基づく補償契約は締結しておらず、今後

の締結についても現在のところ予定しておりません。

８. 当社は、当社および子会社の取締役および監査役を被保険者とする会社法第430条の

３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を、保険会社との間で保険料の全額を当

社が負担して締結しており、被保険者がその地位に基づいて行った行為に起因して損

害賠償請求された場合の損害賠償金および争訟費用を当該保険契約により補填するこ

ととしております。本議案において各氏の選任が承認可決され取締役に就任した場

合、その全員が当該保険契約の被保険者となりますが、犯罪行為や法令違反の行為で

あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免

責事由を設けることにより、被保険者の職務執行の適正性が損なわれないように措置

を講じております。なお、役員等賠償責任保険契約の契約期間は1年間であり、当該

期間の満了前に取締役会において決議の上、保険料の全額を当社が負担しこれを更新

する予定です。

以上

－ 35 －
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地図
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